




（2）支払時情報交換制度 
当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会および少額短期保険業者とともに保険金等
のお支払または、保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断の参考とすることを目的とし
て、保険契約に関する所定の情報を相互照会しております。
※「支払時情報交換制度」に参加している各少額短期保険業者等の社名につきましては、
一般社団法人日本少額短期保険協会ホームページ
http://www.shougakutanki.jp/general/index.html をご参照ください。

６．センシティブ情報の取り扱い
当社は、個人情報保護法第2条の3に定める要配慮個人情報ならびに労働組合への加盟、門
地、本籍地、保健医療および性生活に関する個人情報（以下、「センシティブ情報」といいます。）
を、次に掲げる場合を除くほか、取得、利用または第三者提供を行いません。
（1） 保険業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意に基づき業務遂行上必要な
範囲でセンシティブ情報を取得、利用または第三者提供する場合

（2） 相続手続を伴う保険金支払事務等の遂行に必要な限りにおいて、センシティブ情報を取得、
利用または第三者提供する場合

（3） 保険料収納事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体もしくは労働組合へ
の所属もしくは加盟に関する従業員等のセンシティブ情報を取得、利用または第三者提供す
る場合

（4）法令等に基づく場合
（5）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合
（6）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合
（7） 国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する
ことに対して協力する必要がある場合

７．特定個人情報等のお取扱い
番号法にて定められている個人番号および特定個人情報は、同法で限定的に明記された目的
以外のために取得および利用しません。番号法で限定的に明記された場合を除き、個人番号お
よび特定個人情報を第三者に提供しません。また、上記5.の共同利用も行いません。 

８．開示、訂正等のご請求
（1）ご契約内容・事故に関するご照会 
ご契約内容・事故に関するご照会については、下記お問い合わせ窓口までご連絡ください。
ご照会者がご本人であることを確認させていただいた上で、お答えします。また、お預かりし
た情報が不正確である場合には、正確なものに変更させていただきます。 

（2） 個人情報保護法に基づく保有個人データ（上記7.の個人番号および特定個人情報を含みま
す。）に関する事項の通知、開示、訂正等、利用停止等 
個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示、訂正等、利用停止等
に関するご請求については、下記お問い合わせ窓口までご連絡ください。
当社は、ご請求者がご本人であることを確認させていただくとともに、当社所定の書式にご記
入いただいた上で手続きを行い、後日、原則として書面で回答いたします。また、開示請求に
ついては、回答にあたり、当社所定の手数料をいただきます。
当社が必要な調査を行った結果、ご本人に関する情報が不正確である場合は、その結果に
基づいて正確なものに変更させていただきます。 
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受付時間／９：００～１７：００（年末年始を除く）

９．個人データの安全管理措置の概要
当社は、取り扱う個人データ（上記7.の個人番号および特定個人情報を含みます。）の漏えい、滅
失またはき損の防止、その他個人データの安全管理のため、取扱規程等の整備および安全管理
措置に係る実施体制の整備等、十分なセキュリティ対策を講じます。安全管理措置に関する質
問については、下記のお問い合わせ窓口までご連絡ください。 

１０．匿名加工情報の取扱い
（1）匿名加工情報の作成 
当社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないよ
うに個人情報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元すること
ができないようにしたもの）を作成する場合には、以下の対応を行います。
①法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
② 法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏えいを防止す
るために安全管理措置を講じること
③作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表すること
④作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為をしないこと

（2）匿名加工情報の提供 
当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提供しようとする匿名加工情報に含ま
れる個人に関する情報の項目と提供の方法を公表するとともに、提供先となる第三者に対し
て、提供する情報が匿名加工情報であることを明示します。

１１．お問い合わせ窓口
当社は、個人情報（上記7.の個人番号および特定個人情報を含みます。）の取扱いに関する苦
情・相談に対し適切・迅速に対応いたします。

少額短期保険ハウスガード株式会社 カスタマーセンター

0120-365-289 
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１．計算書類等

（１）貸借対照表
（単位：千円）

科　目 平成28年度末
（平成29年3月31日末現在）

平成29年度末
（平成30年3月31日末現在）

（ 資 産 の 部 ）
現 金 及 び 預 貯 金 585,037 841,481
預 貯 金 585,037 841,481

有 形 固 定 資 産 7,860 7,067
建 物 7,138 6,646
工 具 器 具 備 品 721 420

無 形 固 定 資 産 164,265 168,400
ソ フ ト ウ ェ ア 164,265 167,936
商 標 権 － 463

代 理 店 貸 251 280
再 保 険 貸 203,486 242,883
そ の 他 資 産 188,180 276,155
未 収 金 94,368 107,694
未 収 保 険 料 89,427 118,873
前 払 費 用 1,929 46,753
そ の 他 の 資 産 2,455 2,834

繰 延 資 産 4,137 2,351
創 立 費 4,137 2,351

供 託 金 18,000 28,000
資 産 の 部  合 計 1,171,219 1,566,620

（単位：千円）

科　目 平成28年度末
（平成29年3月31日末現在）

平成29年度末
（平成30年3月31日末現在）

（ 負 債 の 部 ）
保 険 契 約 準 備 金 370,171 491,947
支 払 備 金 13,772 26,017
責 任 準 備 金 356,399 465,929

代 理 店 借 49,166 70,225
再 保 険 借 247,970 307,582
そ の 他 負 債 184,593 225,429
未 払 法 人 税 等 26,497 71,453
未 払 費 用 44,790 40,830
前 受 収 益 51,272 48,155
預 り 金 62,033 64,436
仮 受 金 － 553

負 債 の 部  合 計 851,902 1,095,184
（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 250,000 250,000
資 本 剰 余 金 250,000 250,000
資 本 準 備 金 250,000 250,000

利 益 剰 余 金 △ 180,682 △ 28,564
繰 越 利 益 剰 余 金 △ 180,682 △ 28,564

株 主 資 本 合 計 319,317 471,435
純 資 産 の 部  合 計 319,317 471,435
負債及び純資産の部 合計 1,171,219 1,566,620

Ⅴ．直近の２事業年度における財産の状況に関する事項
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（注）1．有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。
2． 無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては社内における利用可能期間（5年以内）にもとづく定額法によっています。
3．有形固定資産の減価償却累計額は3,951千円であります。
4．消費税等の会計処理は税込方式によっております。
5．金融商品に関する注記
（1） 金融商品の状況に関する事項 

当社の資金運用については預貯金又は、国債に限定しております。
（2） 金融商品の時価等に関する事項 

平成30年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については下記の通りであります。

（単位：千円）
貸借対照表 時価 差額

（1）現金及び預貯金 841,481 841,481 －
（2）再保険貸 242,883 242,883 －
（3）未収金 107,694 107,694 －
（4）未収保険料 118,873 118,873 －
（5）供託金 28,000 28,000 －
（6）代理店借 70,225 70,225 －
（7）再保険借 307,582 307,582 －
（8）未払費用 40,830 40,830 －
（9）前受収益 48,155 48,155 －
（10）預り金 64,436 64,436 －

（注） 金融商品の時価の算定方法 
当社が保有する金融商品のうち重要性があるものは上記表の通りでありますが、これ
らは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額に
よっております。

6.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
金銭債権・・・・・・・・46,042千円
金銭債務・・・・・・・・49,067千円

7．当期末における責任準備金の内訳は次の通りであります。

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 738,862千円
同上にかかる出再責任準備金 295,720千円
差引（イ） 443,142千円
異常危険準備金（ロ） 22,787千円
計（イ＋ロ） 465,929千円

8．1株あたりの純資産額は9,428円71銭であります。
9．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（２）損益計算書
（単位：千円）

科　目
平成28年度

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

平成29年度
平成29年4月 1日から
平成30年3月31日まで

経常収益 1,964,836 2,427,233
保険料等収入 1,964,787 2,427,226
保険料 1,272,257 1,593,095
再保険収入 692,530 834,131
回収再保険金 27,124 34,875
再保険手数料 624,510 735,498
再保険返戻金 40,895 62,184
その他再保険収入 － 1,573

資産運用収益 48 6
利息及び配当金等収入 48 6

経常費用 1,968,076 2,190,648
保険金等支払金 988,603 1,217,829
保険金等 38,748 50,720
解約返戻金等 58,422 88,880
再保険料 891,431 1,078,228
責任準備金等繰入額 281,835 121,775
支払備金繰入額 11,004 12,245
責任準備金繰入額 270,831 109,529
事業費 697,637 851,043
営業費及び一般管理費 643,660 783,853
税金 8,455 9,943
減価償却費 45,521 57,246

経常利益（△経常損失） △ 3,239 236,585
税引前当期純利益（△税引前当期純損失） △ 3,239 236,585
法人税及び住民税 27,453 84,466
法人税等合計 27,453 84,466
当期純利益（△当期純損失） △ 30,692 152,118
（注）1．関係会社との取引による費用総額は218,509千円であります。

2．（1）正味収入保険料は488,171千円であります。
（2）正味支払保険金は15,845千円であります。
（3）支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次の通りであります。

支払備金繰入額（出再支払備金控除前） 61,877千円
同上にかかる出再支払備金繰入額 49,632千円
差引 12,245千円
計 12,245千円

（4）責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次の通りであります。
普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 167,778千円
同上にかかる出再責任準備金繰入額 69,058千円
普通責任準備金繰入額 98,720千円
異常危険準備金繰入額 10,809千円
計 109,529千円

（5） 利息及び配当金収入の資産源泉別内訳
預貯金　841,481千円

3．1株あたりの当期純利益は3,042円37銭であります。
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4．関係当事者との取引
（1）親会社 （単位：千円）

属性 会社等の
名称

決議権等の
所有（被所有）
割合

関連
当事者との
関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

親会社

大東建託
パートナーズ
株式会社

（被所有）
直接
100％

経営管理
当社保険
代理店

役員報酬
および

出向負担金
98,912 未払費用 10,937

保険代理店
手数料 112,966 代理店借 9,898

大東建託
株式会社

間接
100％ 業務委託

事務所家賃
および

出向負担金等
6,631 未払費用 215

（2）兄弟会社等 （単位：千円）

属性 会社等の
名称

決議権等の
所有（被所有）
割合

関連
当事者との
関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の
子会社

大東コーポレート
サービス
株式会社

－ 業務委託 業務
委託料 12,262 未払費用 1,129

大東建託
リーシング
株式会社

－ 事務所
賃借

事務所
家賃 22,235 未払費用 2,049

ハウスコム
株式会社 － 当社保険

代理店
保険代理店
手数料 178,033 代理店借 24,646

ハウス
ペイメント
株式会社

－ 業務委託 保険料決済
代行 7,333 未払費用 190

※ 役員報酬・出向負担金は出向元との確認書に基づき金額交渉のうえ決定しております。
事務所家賃は、市場相場を勘案し、交渉のうえ決定しております。業務委託料・保険代理
店手数料等の取引条件は市場実勢を勘案し、交渉のうえ決定しております。

　保険料決済代行の取引条件は市場実勢を勘案し、交渉のうえ決定しております。

5．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。
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（3）キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

科　目
平成28年度

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

平成29年度
平成29年4月 1日から
平成30年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失） △ 3,239 236,585
減価償却費 45,521 57,246
支払備金の増加額（△は減少） 11,004 12,245
責任準備金の増加額（△は減少） 270,831 109,529
利息及び配当金収入 △ 48 △ 6
代理店貸の増加額（△は増加） △ 251 △ 29
再保険貸の増加額（△は増加） △ 199,077 △ 39,396
その他資産の増減額（△は増加） △ 69,905 △ 97,974
代理店借の増加額（△は減少） 8,747 43,868
再保険借の増加額（△は減少） 184,604 59,611
その他負債の増減額（△は減少） 47,105 △ 26,929
小　　　　　計 295,293 354,749
利息及び配当金の受取額 48 5
法人税等の支払額 △ 1,242 △ 39,509

営業活動によるキャッシュ・フロー 294,099 315,245
投資活動によるキャッシュ・フロー
有形・無形固定資産の取得による支出 △ 42,344 △ 58,801
有形・無形固定資産の売却による収入 3,707 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 38,637 △ 58,801
財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー － －
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 255,461 256,443
現金及び現金同等物期首残高 329,575 585,037
現金及び現金同等物期末残高 585,037 841,481

キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項
１．現金及び同等物の範囲 （単位：千円）

貸借対照表の「預貯金」勘定 841,481
現金及び現金同等物　 841,481

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

26



（4）株主資本等変動計算書
自 平成28年4月1日　　至 平成29年3月31日 （単位：千円）

株主資本
純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金 資本剰余金合計

繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

当 期 首 残 高 250,000 250,000 250,000 △ 149,989 △ 149,989 350,010 350,010
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益
（△当期純損失） － － － △ 30,692 △ 30,692 △ 30,692 △ 30,692

当期変動額合計 － － － △ 30,692 △ 30,692 △ 30,692 △ 30,692
当 期 末 残 高 250,000 250,000 250,000 △ 180,682 △ 180,682 319,317 319,317

自 平成29年4月1日　　至 平成30年3月31日 （単位：千円）
株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金 資本剰余金合計

繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

当 期 首 残 高 250,000 250,000 250,000 △ 180,682 △ 180,682 319,317 319,317
当 期 変 動 額
当 期 純 利 益
（△当期純損失） － － － 152,118 152,118 152,118 152,118

当期変動額合計 － － － 152,118 152,118 152,118 152,118
当 期 末 残 高 250,000 250,000 250,000 △ 28,564 △ 28,564 471,435 471,435

（注）当事業年度末における発行済株式数　　　  普通株式　50,000株
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2．保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率（SM比率）

（単位：千円、％）
平成28年度 平成29年度

（1）ソルベンシー・マージン総額 327,157 491,871
① 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 315,179 469,084
② 価格変動準備金 － －
③ 異常危険準備金 11,977 22,787
④ 一般貸倒引当金 － －
⑤ その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は100％） － －
⑥ 土地の含み損益（85％又は100％） － －
⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） － －
⑧ 将来利益 － －
⑨ 税効果相当額 － －
⑩ 負債性資本調達手段等 － －
告示（第14号）第2条第3項第5号イに掲げるもの（⑩（a）） － －
告示（第14号）第2条第3項第5号ロに掲げるもの（⑩（b）） － －

（2）リスクの合計額√［R12＋R22］＋R3＋R4 125,510 119,032
保険リスク相当額 119,714 112,688
R1 一般保険リスク相当額 30,346 43,704
R4 巨大災害リスク相当額 89,368 68,983

R2 資産運用リスク相当額 10,844 15,030
価格変動等リスク相当額 － －
信用リスク相当額 5,850 8,414
子会社等リスク相当額 － －
再保険リスク相当額 2,959 4,186
再保険回収リスク相当額 2,034 2,428

R3 経営管理リスク相当額 3,916 3,831
（3）ソルベンシー・マージン比率（1）/｛（1/2）×（2）｝ 521.3 826.4

３．取得価額または契約価額、時価および評価損益

（１） 有価証券
当該事項はありません。

（２） 金銭信託
当該事項はありません。

4．計算書類の会計監査人の監査

当該事項はありません。
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